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（注）当該事業に係る写真等の参考となる資料がある場合は、この事業報告書に添付する

こと。 

事業の名称 釧路からの挑戦Ⅱ 

（地域の教育課題の解決を目指した小中一貫教育の創造） 

事業実施代表者名 村山 昌央 

実施附属学校名 附属釧路小学校 

事業内容 

（実施内容について、 

1,000 字程度で記述） 

 今、北海道教育全体の喫緊の課題であり、道東地域の最重要課

題である「学力の向上」に向けた取組が大きな関心事となってい

る。一方、「北海道教育大学附属学校園の今後の在り方に関する有

識者会議報告」では、道東地域の「学力の向上」に向けた附属学

校としての取組が求められている。 

これらのことから、本校では、昨年度に引き続き小中一貫教育

を基盤とした道東地域の課題解決に向けた研究を行い、地域のモ

デル校として情報発信を行う。 

・義務教育９年間を４－３－２のまとまりによる教育課程編成の

研究 

・小学校高学年における教科担任制の実施（国語） 

・小中教員の相互授業乗り入れやＴＴによる授業の実施（国語）

・i-pad 等の ICT を活用した授業の実施 

成果と課題 

（活動の成果と課題に

ついて、500 字程度で

記述） 

〈成果〉 

・小中学校の文化や考え方の違いの調整をしながら、各教科毎で

の授業交流ができた。 

・小中教員が相互に授業を行ったり、ＴＴによる授業を実施した

りすることができた。 

・ICT 機器を購入したことにより、 i-pad を活用した授業を迅速

かつ機動的に行うことができた。 

〈課題〉 

・授業改善を基盤とした児童の学力向上の検証が必要である。 

・相互乗り入れ授業の定例化を目指す必要がある。 

今後の発展性 

（残された課題の解決

方策及び取組の方向

性について、500 字程

度で記述） 

 附属小中学校として、９年間における学力保証を担保とした連

携の在り方をはじめとして、小学校と中学校のスムーズな接続が

実現され、連絡進学の質の向上が期待できる。 

また、大学・小中学校共同研究委員会を窓口に、小中一貫教育

を目指した道東地域の課題解決に向けた研究を推進し、地域のモ

デル校としての情報発信を更に進める必要がある。 

事業の公表状況 

（事業をＨＰで公開し

た場合、又は新聞等

に掲載された場合、

当該媒体名、掲載日

等を記入） 

 


